別紙様式４
番　　　　　　号

平成　年　月　日

　宮崎県知事　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　地方公共団体の長　　印
　　　　　　　　　　　　　　
平成　年度生活基盤施設耐震化等補助金（水道施設関連事業（○○○
施設整備費））事業実績書
　
　１　精算額　　　　　金　　　　　　円也

　２　工事期間

　　　　着　　工　　平成　　年　　月　　日

　　　　しゅん工　　平成　　年　　月　　日

　３　補助申請及び計画変更申請の手続状況

　　(１)　補助申請　　　平成　　年　　月　　日　　　　　　　第　　　号

　　　　　交付決定　　　平成　　年　　月　　日　　　　　　　第　　　号

　　(２)　計画変更申請　平成　　年　　月　　日　　　　　　　第　　　号

　　　　　承　　　　認　平成　　年　　月　　日　　　　　　　第　　　号

　４　工事施工方法　　　　　　　　　　　　別紙(１)

　５　事業費精算額調書　　　　　　　　 　　〃 (２)

　６　算定基準による算定額明細書　　　 　　〃 (３)

　７　工事設計書　　　　　　　　　　　 　　〃 (４)

　８　財源調書　　　　　　　　　　　　 　　〃 (５)

　９　残存物件調書　　　　　　　　　　 　　〃 (６)

　10　添付書類

　　(１)　歳入歳出決算（見込）書の写し

　　(２)　精算設計図面（補助申請書に添付した設計図面に準じて作成すること。ただし、補助申請時と全く同じ場合は除くことができる。）

　　(３)　請負及び竣工検査調書　　　　　　別紙(７)

　　(４)　その他必要な参考資料

　（記載上の注意）

　１　補助事業を翌年度へ繰り越した場合にあっては「平成　　年度（平成　　年度への繰越分）生活基盤施設耐震化等補助金（水道施設関連事業（○○○施設整備費））」と記入すること。

　２　事業実績報告書の記載に当たっては、申請時と精算時において変更のある場合は、特に様式を定めるものを除き当該変更部分の上段に（　　）書きで申請時の内容を記載すること。

３　ＰＦＩ事業が含まれる場合は、当該事業分だけを抜粋して別紙（２）及び（５）を作成するとともに、ＰＦＩ事業により取得した施設の整備に要した費用の内訳について別紙（３）を作成し、添付すること。

    また、買収に要する費用を割賦払いの方法により後年度にわたり支出する場合は、割賦払いの期間中における年度ごとの支出計画及び施設の所有権が選定事業者から移転されたことを証する書類を添付すること。ただし、年度ごとの支出計画については、申請時に添付した書類と同じ場合は省略することができる。

